市民会議に対する意見書　　　　　　　　　　　（平成２０年１１月２１日）
主題　　本来かくあるべき「模範」に則り、真の
自治基本条例策定に、改めて執りかかろう

提出先　　代表、策定委員会、幹事会等
提案者　　＜４番＞　石渡　正也

　第１回のフォーラムで礒崎初仁・中央大学教授は、以下の様に説かれた。
大事なのは、策定にあたって、住民と一緒に考えるというプロセスです。市民が、「今度の条例は自分たちのルールだ、自分たちの憲法だ」というふうに言えるような、そういうプロセスを保障する必要があります。委員が勝手に何かを提案して、それを会議で議決する、そういうつくり方では、自治基本条例とは呼べないのではないでしょうか。
少し腰を据えて、何年かかってもいいから、市民の皆さんと一緒に考えていく、そういうプロセスが大事だと思います。（「ニューズレター」第１号から）
此処に言はれている「勝手に何かを提案して・・・議決して」なる代物は、遮二無二進行中の「大綱（案）の討議経過」検討が、差し詰め其れに当る。「意見を策定委員会がまとめてそれに付いて議論を深めていく方式」（４８回全体会会議の概要）とし、生の討論を極力避けて通る。大事なのは唯ただ「省時間」のみ。
＜４番＞石渡の質問に限っても、以下の如き二、三の例を挙げ得る。
「地域要求についての予算要求」明文化の意見は「市が活動を支援し施策に反映させ、その実現を図る」事に含まれることが大方の意見となっています

（平２０．９．１８全体会資料１）と、税金の引出への露骨な言及がある。此れの真意に付いて説明を求めているが、なしの礫である。

　次は住民投票、市民委員会等随所に現れる例である（平２０．９．４全体会での資料）。住民投票の結果に対し、「尊重」されねばならないと言っても、其れだけの事に止まるし、さりとて、「拘束」と決め付ければ法令違反になる。一方、市民委員会に付いても同様で、「市は報告を尊重し施策を行う」と書いたところで決め手にはなるまい。改廃手続きに付いても、また然り。
其処で現実の問題として行政の世界、また司法の運用では如何に扱かはれて尊重と拘束は機能しているのか、いないのか。問うているが、回答は聞けない。

礒崎教授の「他の」考えは、素案大綱案に略其の儘採り入れられている。其れなのに条例策定の「鉄則」を敢えて無視する遣り方を座視するわけには参らぬ。意見書を届ける所以である。
＊＊＊
最後に念を押してお願いしておきます。本「石渡意見書」は、必ず市民会議全構成員に漏れなく配信・配布されますようご手配下さい。蛇足ながら当意見書は、第５２回全体会に向け十分な時間的余裕を確保し発信しています。
以上

